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予定
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単位ｺｽﾄ

予定

実績

237801 選挙管理委員会

区分

事業区分 施策体系 2378 選挙

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

選挙管理委員（４名）

区の執行機関として公正な選挙及び関係法令に基づく適正な選挙事務の管理・執行を行
う。

選挙人名簿の調製等、法令に基づく選挙管理事務を適正に行う。このため毎月25日の定
例委員会のほか、臨時委員会を開催。
・永久選挙人名簿の調製事務（3・6・9・12月の定時及び選挙時）
・在外選挙人名簿の調製事務（毎月）
・農業委員会委員選挙人名簿、海区漁業調整委員会委員選挙人名の調製事務（年1回）
・検察審査会審査員候補者の選定事務（常時）
・各種選挙執行計画の策定等（選挙時）

地方自治法、公職選挙法、他

平成10年の定時登録回数の増加、平成11年の在外投票制度の創設、平成16年の期日前投
票制度の導入等、公職選挙法の改正により、選挙制度が大きく変革してきた。
今後も、裁判員制度、国民投票制度の創設、在外投票制度の改正等、更なる変革が検討

されているため、制度改正と事務量の増大に適切に対応する必要がある。

成果１：処理議案件数
成果２：永久選挙人名簿定時登録者数（在外選挙人名簿登録者数を含む。6月）
活動１：委員会開催回数
活動２：永久選挙人名簿定時登録回数(在外選挙人名簿登録回数を含む。）

継続。地方自治法に規定されている法定事務であるため、継続する必要がある。

はい。地方自治法181条で委員会設置が規定されている。また、各種選挙人名簿の調製事務
は公職選挙法で規定されているため、事業廃止は不可能である。

実施困難。地方自治法181条で普通地方公共団体に委員会の設置が規定されているため、民
間活用は困難である。

いいえ。現在も、法に則り適切な委員会運営を行っているので、更なる成果向上の余地は
ない。

いいえ。事業費の大半が委員報酬など義務的経費であることから、コスト削減は困難であ
る。

件

人

回

回

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 90.00

130.00

353,278.00

353,278.00

0.10

25.00

33.00

1,112.12

16.00

19.00

1,931.58

36,700

平成18年度

90.00

356,027.00

19.00

16.00

58,185

活動指標２

成果指標２

活動指標１
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34010000平成18年度
【No.787】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

237801

平成17年度 平成18年度

選管事務局 選管事務局

選挙管理委員会

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

126

0
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(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

34010000

0

34,153

11,952

0

22,327

2.69

2.69

0

0

0

2,421

0

0

2,421

36,700

平成18年度

0

99

0

0

53,757

12,009

0

41,847

4.81

4.81

0

0

0

4,329

0

0

4,329

58,185
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(単位：千円)

平成18年度



平成17年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
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予定
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単位ｺｽﾄ

予定
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237802 選挙啓発

区分

事業区分 施策体系 2378 選挙

評価者 所管課長 存廃判断 可 ＮＰＯ協働 可

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

区民

明るい選挙の実現を普及・啓発することで政治意識の向上を図ることにより、「投票は
有権者が政治に参加し、主権者としての意志を政治に反映することができる最大かつ基本
的な機会」であることを再認識させる。
特に児童・生徒に対しては早期から選挙・政治に興味を深めてもらい、若年層の政治意

識の向上と投票による政治への参加を促す。

明るい選挙の実現を目指すため組織された「明るい選挙推進協議会」と「明るい選挙推
進委員」とともに、次の啓発活動を行う。
・明るい選挙推進委員による「話しあい活動」の実施（随時）
・講師を招いた講演会「有権者のつどい」の開催（年2回）
・選挙啓発の広報紙「選挙推進だより」の発行（年2回）
・小・中・高校生を対象とした「明るい選挙ポスターコンクール」の実施（年1回）
・新成人啓発パンフレットの作成及び「新成人のつどい」での啓発活動（年1回）

公職選挙法第6条、第261条の2 同施行令第133条～第137条

人々の価値観の変化により政治への参加意識の希薄化が進み、投票率の低下を招いてい
る。特に若年層投票率の低下が顕著である。
このため、若年層に政治参加の意識を植えつけるための有効な啓発活動を検討・実施す

ることが課題である。

成果１：「話しあい活動」の参加者数 目標：21年度に1,200人
成果２：「有権者のつどい」の参加者数 目標：21年度に 160人
活動１：「話しあい活動」の開催回数
活動２：「有権者のつどい」の開催回数

継続。投票率向上を図るために、引き続きより一層の啓発活動が必要である。

はい。公職選挙法第6条で、選挙管理委員会は政治意識の向上に努めるとともに、選挙に関
する必要事項を周知するよう規定されている。

実施済。既に、明るい選挙推進協議会及び明るい選挙推進委員の協力を得て、啓発事業を
実施している。

どちらともいえない。話しあい活動や若年層啓発活動の充実を図り、効果的な事業運営に
努め更なる政治意識の向上を図っているが、直ちに成果が現れるとはいえない。

あまりない。話しあい活動の実施回数や参加者数を増やすことにより、単価あたりのコス
ト低下を図ることは可能であるが、事業経費の削減の余地はあまりない。

人

人

回

回

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 1,100.00

585.00

160.00

160.00

61.99

60.00

35.00

283.37

2.00

2.00

4,959.00

9,918

平成18年度

1,200.00

160.00

80.00

2.00

17,396

活動指標２

成果指標２

活動指標１
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34010000平成18年度
【No.788】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

237802

平成17年度 平成18年度

選管事務局 選管事務局

選挙啓発

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

34010000

0

9,117

1,730

0

7,387

0.89

0.89

0

0

0

801

0

0

801

9,918

平成18年度

0

0

0

0

15,956

2,036

0

13,920

1.60

1.60

0

0

0

1,440

0

0

1,440

17,396
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(単位：千円)

平成18年度



平成17年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

選管事務局 選管事務局
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単位ｺｽﾄ

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

237804 衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審査執行

区分

事業区分 施策体系 2378 選挙

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

区民（選挙人名簿登録者）

選挙人が政治・選挙に関心を持ち、自らの判断で投票する。

選挙人名簿の作成、立候補届出の受付、選挙のお知らせの発行、選挙時啓発、期日前・
不在者投票、当日投票、開票事務などにより、選挙を適正に管理執行する。
・選挙時啓発（「広報かつしか」へ特集記事の掲載、啓発物の配布、宣伝車・防災無線・
大型店の店内放送・「かつしかＦＭ」での呼びかけ、懸垂幕の掲出など）

・期日前・不在者投票所の開設（７ヵ所）
・投票所の開設（５５ヵ所）
・開票所の開設（１ヵ所…即日開票）

公職選挙法

期日前投票者数の増加は著しいが、当日投票者数（投票率）は減少傾向にある。そのた
め、当日投票率の向上に有効な選挙時啓発等の検討・実施が課題である。

成果１：投票率（前回 57.71%）
活動１：選挙人名簿登録者数（当日有権者数）（前回 350,713人）
活動２：投票者数（前回 202,386人）

継続。公職選挙法に規定されている法定事務であるため、継続する必要がある。

はい。公職選挙法に規定された選挙執行事務である。

実施可能。既に事業の一部に業務委託を導入しており、更に、単純労務などの業務に導入
を拡大することが可能である。

どちらともいえない。これまでも、選挙人の利便性向上のための投票環境の整備や啓発活
動を実施してきたが、目に見える形での成果には結びついていない。

あまりない。これまでも事業の効率化を進めてきたところであり、更なる事務改善も可能
ではあるが、あまり余地は残されていない。

％

人

人

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１

63.98

353,730.00

0.31

226,333.00

0.48

108,849

平成18年度

活動指標２

成果指標２

活動指標１
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[ ]

[ ]

34010000平成18年度
【No.789】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

237804

平成17年度 平成18年度

選管事務局 選管事務局

衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審査執行

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

101,856

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

34010000

0

6,309

101,857

0

6,308

0.76

0.76

0

0

0

684

0

0

684

108,849

平成18年度
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(単位：千円)

平成18年度



平成17年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

選管事務局 選管事務局

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

237805 都議会議員選挙執行

区分

事業区分 施策体系 2378 選挙

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

区民（選挙人名簿登録者）

選挙人が政治・選挙に関心を持ち、自らの判断で投票する。

選挙人名簿の作成、立候補届出の受付、選挙のお知らせの発行、選挙時啓発、期日前・
不在者投票、当日投票、開票事務などにより、選挙を適正に管理執行する。
・選挙時啓発（「広報かつしか」へ特集記事の掲載、啓発物の配布、宣伝車・防災無線・
大型店の店内放送・「かつしかＦＭ」での呼びかけ、懸垂幕の掲出など）

・期日前・不在者投票所の開設（７ヵ所）
・投票所の開設（５５ヵ所）
・開票所の開設（１ヵ所…即日開票）

公職選挙法

期日前投票者数の増加は著しいが、当日投票者数（投票率）は減少傾向にある。そのた
め、当日投票率の向上に有効な選挙時啓発等の検討・実施が課題である。

成果１：投票率（前回 51.59%）
活動１：選挙人名簿登録者数（当日有権者数）（前回 342,929人）
活動２：投票者数（前回 176,906人）

継続。公職選挙法に規定されている法定事務であるため、継続する必要がある。

はい。公職選挙法に規定された選挙執行事務である。

実施可能。既に事業の一部に業務委託を導入しており、更に、単純労務などの業務に導入
を拡大することが可能である。

どちらともいえない。これまでも、選挙人の利便性向上のための投票環境の整備や啓発活
動を実施してきたが、目に見える形での成果には結びついていない。

あまりない。これまでも事業の効率化を進めてきたところであり、更なる事務改善も可能
ではあるが、あまり余地は残されていない。

％

人

人

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１

45.09

348,822.00

0.27

157,269.00

0.60

93,616

平成18年度

活動指標２

成果指標２

活動指標１

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]

34010000平成18年度
【No.790】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

237805

平成17年度 平成18年度

選管事務局 選管事務局

都議会議員選挙執行

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

86,624

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

34010000

0

6,308

86,624

0

6,308

0.76

0.76

0

0

0

684

0

0

684

93,616

平成18年度

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)

平成18年度



平成17年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

選管事務局 選管事務局

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

237807 区長及び区議会議員選挙執行

区分

事業区分 施策体系 2378 選挙

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

区民（選挙人名簿登録者）

選挙人が政治・選挙に関心を持ち、自らの判断で投票する。

選挙人名簿の作成、立候補届出の受付、選挙のお知らせの発行、選挙時啓発、期日前・
不在者投票、当日投票、開票事務などにより、選挙を適正に管理執行する。
・選挙時啓発（「広報かつしか」へ特集記事の掲載、啓発物の配布、宣伝車・防災無線・
大型店の店内放送・「かつしかＦＭ」での呼びかけ、懸垂幕の掲出など）

・期日前・不在者投票所の開設（７ヵ所）
・投票所の開設（５５ヵ所）
・開票所の開設（１ヵ所…翌日開票）

公職選挙法

期日前投票者数の増加は著しいが、当日投票者数（投票率）は減少傾向にある。そのた
め、当日投票率の向上に有効な選挙時啓発等の検討・実施が課題である。

成果１：投票率（前回 46.84%）
活動１：選挙人名簿登録者数（当日有権者数）（前回 343,045人）
活動２：投票者数（前回 160,699人）

継続。公職選挙法に規定されている法定事務であるため、継続する必要がある。

はい。公職選挙法に規定された選挙執行事務である。

実施可能。既に事業の一部に業務委託を導入しており、更に、単純労務などの業務に導入
を拡大することが可能である。

どちらともいえない。これまでも、選挙人の利便性向上のための投票環境の整備や啓発活
動を実施してきたが、目に見える形での成果には結びついていない。

あまりない。これまでも事業の効率化を進めてきたところであり、更なる事務改善も可能
ではあるが、あまり余地は残されていない。

％

人

人

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１

47.11

349,753.00

0.52

164,774.00

1.10

180,928

平成18年度

活動指標２

成果指標２

活動指標１

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]

34010000平成18年度
【No.791】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

237807

平成17年度 平成18年度

選管事務局 選管事務局

区長及び区議会議員選挙執行

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

34010000

0

180,244

173,936

0

6,308

0.76

0.76

0

0

0

684

0

0

684

180,928

平成18年度

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)

平成18年度



平成17年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

選管事務局 選管事務局

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

237809 農業委員会委員選挙執行

区分

事業区分 施策体系 2378 選挙

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

有権者（選挙人名簿登録者）…434人

選挙人が選挙に関心を持ち、自らの判断で投票する。

選挙人名簿の作成、立候補届出の受付、選挙のお知らせの発行、期日前・不在者投票、
当日投票、開票事務などにより、選挙を適正に管理執行する。
・期日前・不在者投票所の開設（１ヵ所）
・投票所の開設（３ヵ所）
・開票所の開設（１ヵ所…即日開票）
・選挙すべき委員の数（８人）

農業委員会に関する法律、公職選挙法

有権者（選挙人名簿登録者）が少なく、さらに暫減傾向にあるが、これは農業従事者が
減少しているためである。
また、今回の選挙においても定数内の立候補であったため無投票だった。

成果１：投票率（前回 0%）…無投票
活動１：選挙人名簿登録者数（当日有権者数）（前回 434人）
活動２：投票者数（前回 0人）…無投票

継続。農業委員会に関する法律、公職選挙法に規定されている法定事務であるため、継続
する必要がある。

はい。農業委員会に関する法律、公職選挙法に規定された選挙執行事務である。

実施困難。業務委託を導入できる単純労務があまりないため、実施は困難である。

どちらともいえない。今回選挙は定数内立候補のため、無投票であった。このため、投票
率による効果の判定ができなかった。

あまりない。これまでも事業の効率化を進めてきたところであり、更なる事務改善も可能
ではあるが、あまり余地は残されていない。

％

人

人

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１

0.00

431.00

3.55

0.00

1,532

平成18年度

活動指標２

成果指標２

活動指標１
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[ ]

[ ]

[ ]

34010000平成18年度
【No.792】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

237809

平成17年度 平成18年度

選管事務局 選管事務局

農業委員会委員選挙執行

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

34010000

0

1,406

244

0

1,162

0.14

0.14

0

0

0

126

0

0

126

1,532

平成18年度

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)

平成18年度


